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１．改正の背景 

○企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法

律（平成１９年法律第４０号。以下「法」という。）第４条第１項等の規定に

基づき、地域における産業集積の形成及び産業集積の活性化の促進に関する基

本的な方針（以下「基本方針」という。）が定められており、地方公共団体の

作成する基本計画の同意基準及び事業者の作成する企業立地計画の承認基準

となっている。 

 

○法第４条第３項の規定において、「主務大臣は、経済事情の変動その他情勢の

推移により必要が生じたときは、基本方針を変更するものとする。」とされて

いるところ、今般の東日本大震災等を受けた経済事情の変動等に鑑み、基本方

針の一部を改正する必要がある。 

また、基本方針において、基本計画の計画期間は原則５年とされており、計

画期間が終了した後の取扱いについて方針を示す必要があることから、計画期

間終了後の取扱いに係る記載を追加する。 

    

 

２．改正の概要 

 

○東日本大震災の教訓に係る記載の追加 

 ・第４号に（６）を新設し、東日本大震災の教訓を踏まえ、供給網（サプライ

チェーン）全体の可視化や物流ルートの多重化等、企業や行政等も含めた地

域が一体となった継続計画の策定を検討することが重要である旨の記載を追

加する。 

 ・第５号及び第７号に、東日本大震災の教訓を踏まえた継続計画策定の重要性

を追記する。 

 

○基本計画期間終了後の取扱いに係る記載の追加 



・第１号の〔基本計画に定められるべき産業集積等の目標〕⑤において、基本

計画終了後に継続して事業を実施する場合には、それまでの計画の評価等を

踏まえ改めて基本計画を策定することとする旨の記載を追加する。 

 

○その他の記載の追加 

 ・第１号において、産業集積の形成及び活性化について、グリーン・イノベー

ションやライフ・イノベーションといった成長分野に取り組むことが重要で

ある旨の記載を追加する。 

・第１号の〔基本計画に定められるべき産業集積等の目標〕⑤において、基本

計画の定期的な見直しと必要に応じた改訂を行うものとされているが、その

計画期間内においても定期的に行うことを明確化する。 

 ・第４号の（２）において、再生可能エネルギー設備や共用の水リサイクル施

設等の新たな産業インフラ整備の重要性に係る記載を追加する。 

 

○地方自治法改正に伴う引用部分の削除 

 ・平成２３年８月１日付で地方自治法の一部を改正する法律が施行され、同法

第２条第４項が削られたことに伴い、第７号において当該条項を引用した部

分を削除する。 

 

 

３．公表日 

   

○１１月２４日（木） 基本方針公表（官報掲載） 

 


